
（平成２２年３月３日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 6 件

国民年金関係 2 件

厚生年金関係 4 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 11 件

国民年金関係 4 件

厚生年金関係 7 件

年金記録確認滋賀地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



滋賀国民年金 事案 795 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 45年４月から 46年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 25年生 

    住 所 ：  

     

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 45年４月から 46年３月まで 

    申立期間当時は、両親及び兄夫婦と同居しており、家業に兄と共に従事し

ていたことから、両親が兄夫婦の国民年金保険料と一緒に私の保険料を納付

していたはずである。私の保険料だけが未納とされていることに納得できな

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間は、12か月と短期間である上、申立人は、申立期間を除き、国民

年金保険料をすべて納付している。 

   また、申立人は、申立人及びその兄夫婦の保険料を両親が納付していたと主

張しているところ、申立期間当時、申立人は、その両親及び兄夫婦と同居して

いることが戸籍の附票から確認でき、申立人の国民年金手帳記号番号は、申立

期間中である昭和 45年 10月９日に払い出され、45年１月６日にさかのぼっ

て資格取得されていることが確認できる。 

さらに、申立人の国民年金手帳記号番号が払い出された時点で、過年度の保

険料である昭和 45年１月から同年３月までの保険料は納付済みとされている

こと、及び申立期間当時、申立人の両親が申立人の分と一緒に保険料を納付し

ていたとする兄夫婦については、申立期間を含め、すべての国民年金加入期間

の保険料が納付済みであることを踏まえると、申立期間のみが未納であること

は不自然である。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認められる。



滋賀国民年金 事案 796 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 46年９月から 47年９月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要であ

る。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 19年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 46年９月から 47年９月まで 

昭和 43年９月から 48年９月まで、地元の婦人会の集金により国民年金保

険料を納付していた。申立期間が、未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間は13か月と比較的短期間である上、申立人は、申立期間を除き、国

民年金加入期間の保険料をすべて納付している。 

また、申立期間当時、申立人が居住する地域では、申立人が主張するとおり

国民年金保険料を地元の婦人会が集金していたことが確認できる上、申立期間

は任意加入期間であり、申立期間のみが未納とされていることは不自然である。 

さらに、申立人の夫についても、国民年金加入期間はすべて保険料を納付し

ていることが確認できる。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の保険料を

納付していたものと認められる。 



 

滋賀厚生年金 事案 571 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社本社Ｂ部における資格喪失日に係

る記録を昭和 55年６月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 32万円とす

ることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 14年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 55年５月 31日から同年６月１日まで 

    Ａ社に昭和55年５月31日まで勤務し、その後子会社のＣ社に異動したが、

その際の厚生年金保険被保険者の資格喪失年月日が 55年５月 31日となって

いたため、１か月間の加入記録が無い。異動の際にＡ社から交付された除籍

辞令を提出するので、当該期間について被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の記録、Ａ社が交付した除籍辞令及び事業所担当者の証言から判断

すると、申立人が同社及びそのグループ会社に継続して勤務し(昭和 55 年６月

１日にＡ社本社Ｂ部からＣ社に異動)、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことが認められる。 

また、標準報酬月額については、申立人のＡ社本社Ｂ部における昭和 55年４

月の社会保険事務所(当時)の記録から 32万円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かについ

ては、確認できる関連資料及び周辺事情は無いものの、事業主は、申立期間に

ついて、厚生年金保険被保険者資格喪失届の記載を誤ったものと回答している

ことから、事業主が、資格喪失日を昭和 55 年５月 31 日と届け、その結果、社

会保険事務所は、申立人に係る同年５月の保険料の納入の告知を行っておらず

（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、その後に納付されるべき保険

料に充当した場合又は保険料を還付した場合を含む。）、事業主は、申立期間に

係る保険料を納付する義務を履行していないと認められる。



 

滋賀厚生年金 事案 572 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ事業所における資格取得日に係る記

録を昭和 60年 12月 31日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 16万円とする

ことが必要である。 

   なお、事業主が、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行したか否かについては、明らかではないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日  ： 昭和 37年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ：  昭和 60年 12月 31日から 61年１月 14日まで 

    当時、Ａ事業所とＢ事業所は共に「同一人物」が経営しており、業務命令

で行き来していたことはあるが、必ずどちらかで勤務していたため空白期間

ができることは無いはずである。記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

オンライン記録によると、申立人は、昭和 60年 12月 31日にＢ事業所におけ

る厚生年金保険被保険者資格を喪失し、61 年１月 14 日にＡ事業所において資

格を取得している。  

 しかしながら、健康保険厚生年金保険被保険者名簿及び複数の元同僚の陳述

から、Ａ事業所とＢ事業所は、事業主が同一であることが確認できることから、

申立人の両事業所間の異動は、同一グループ内の転勤であると推認できる上、

申立人は、申立期間以前の昭和 60年３月 21日にＡ事業所からＢ事業所に異動

しているが、当時の被保険者記録において空白期間は見られない。 

また、申立期間について、Ａ事業所において厚生年金保険の加入記録がある

複数の元同僚が、申立人を記憶していることから、申立人は申立期間において

同事業所に継続して勤務し（昭和 60年 12月 31日にＢ事業所からＡ事業所に異

動）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていた

ことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ事業所における昭和

61 年１月の社会保険事務所（当時）の記録から 16 万円とすることが妥当であ



 

る。 

なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かについ

ては、申立てに係る事業所は既に適用事業所ではなくなっており、当時の代表

者とも連絡が取れないため、これを確認できる関連資料及び周辺事情は無いこ

とから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府が当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主

が申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所に行った

か否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無いことから、

行ったとは認められない。



 

滋賀厚生年金 事案 573 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立期間①について、申立人のＡ労働組合連合

会における資格喪失日に係る記録を昭和 34年 11月 1日に訂正するとともに、

申立期間②について、申立人のＡ労働組合連合会における資格取得日に係る記

録を 35年１月 13日、資格喪失日に係る記録を 36年３月１日に、Ａ労働組合に

おける資格取得日に係る記録を同年３月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月

額について、34年10月及び35年１月から同年４月までの期間を１万8,000円、

同年５月から 37年４月までを３万 6,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  1 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男（死亡） 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 明治 44年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ：  ① 昭和 34年 10月 31日から同年 11月１日まで 

② 昭和 35年１月 13日から 37年５月１日 

私は、昭和 18年１月から 41年８月までＡ社Ｂ工場（現在は、Ｃ社Ｂ事業

場）とＡ労働組合に継続して勤務していた。空白期間があるのは納得できな

い。年金記録の訂正をしてほしい。 

（注）申立ては、申立人の妻が、死亡した申立人の年金記録の訂正を求めて

行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   雇用保険の記録、Ｃ社Ｂ事業場から提出のあった年金加入記録の訂正を求め

る書面及び事業所の回答により、申立人がＡ労働組合連合会及びＡ労働組合に

継続して勤務し（昭和 34年 11月１日にＡ労働組合連合会からＤ労働組合同盟

に異動、35 年 1 月 13 日にＤ労働組合同盟からＡ労働組合連合会に異動）、申

立期間①及び②に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていた

ことが認められる。 

また、申立期間①の標準報酬月額については、Ａ労働組合連合会に係る昭和



 

34 年９月の社会保険事務所（当時）の記録から１万 8,000 円とし、申立期間

②の標準報酬月額については、申立人のＡ労働組合における 37 年５月の社会

保険事務所の記録及び事業所の回答から、35 年１月から同年４月までを１万

8,000 円、同年５月から 37 年４月までを３万 6,000 円とすることが妥当であ

る。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は、「申立人が異動した際に事務処理の不備があり、厚生年金保険の加入記

録に空白期間が生じた。」としていることから、事業主が社会保険事務所の記

録のとおりの資格の得喪の届出を行い、その結果、社会保険事務所は、申立人

に係る昭和 34年 10月及び 35年１月から 37年４月までの期間の保険料につい

て納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、

その後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保険料を還付した場合を含

む。）、事業主は、申立期間に係る保険料を納付する義務を履行していないと認

められる。



 

滋賀厚生年金 事案 574  

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社における資格取得日に係る記録を

昭和 58年６月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 14万 2,000円とする

ことが必要である。 

なお、事業主が、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行していたか否かについては、明らかでないと認められる。 

    

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等  

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 38年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 58年６月１日から 59年１月５日まで 

    私は昭和 58 年３月にＡ社をいったん退職し、別の会社に勤務したが、同

年６月１日に再びＡ社に入社した。 

    ところが、年金記録では、同社における厚生年金保険被保険者資格の再取

得日が昭和 59年１月５日とされている。 

    申立期間の厚生年金保険料が控除されていることを示す給与明細書もあ

るので、厚生年金保険に加入していたことを認めてほしい。    

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が所持する給与明細書及び同僚の証言から判断すると、申立人がＡ社

に昭和 58 年６月１日から継続して勤務し、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については給与明細書の厚生年金保険料控除

額から、14万 2,000円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かについ

ては、事業主は不明としており、このほかに確認できる関連資料、周辺事情は

無いことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主

が申立てどおりの被保険者の取得日に係る届出を社会保険事務所（当時）に対

し行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無いこ

とから、行ったとは認められない。 



 

 

滋賀国民年金 事案 797 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 60 年６月の国民年金保険料については、納付していたものと

認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 34年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 60年６月 

    昭和 60 年５月に会社を退職し、同年６月にＡ区役所に出向いた際、区役

所の窓口で国民年金の説明を受け、１か月の保険料を納付したことを記憶

している。申立期間が未納とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

    申立人は、昭和 60 年６月にＡ区役所で国民年金の説明を受け、その時に申

立期間の保険料を納付したと申し立てているが、申立人が所持する年金手帳の

国民年金の記号番号欄には、Ｂ社会保険事務所（当時）のゴム印が押されてお

り、Ａ区役所の担当者は、「Ｂ社会保険事務所で加入手続を行い、国民年金手

帳記号番号の払出しを受けたと考えられる。」と回答している上、申立人の加

入手続に係る記憶は曖昧
あいまい

である。 

また、申立人の国民年金手帳記号番号は、前後の国民年金手帳記号番号が払

い出された被保険者の記録から、平成元年２月ごろに払い出され、その時点で

は、申立期間は時効により保険料を納付することはできず、申立人に別の国民

年金手帳記号番号が払い出されたことをうかがわせる事情は見当たらない。 

さらに、申立人が申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料（家

計簿、確定申告書等）は無く、ほかに保険料を納付していたことをうかがわせ

る周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。



 

 

滋賀国民年金 事案 798 

 
第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 55年４月から 57年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 35年生 

    住 所 ：  

     

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 55年４月から 57年３月まで 

申立期間当時は、大学生であり、自分自身で国民年金保険料を納付してい

たわけではないが、国民年金に任意加入していた母親から、私と双子の姉に

ついても国民年金に任意加入の上、保険料を納付していたと聞いている。 

当時の年金手帳は、Ａ市役所Ｂ支所の職員から返すように言われて、母親

が返還したため、現在、申立期間当時の年金手帳は無いが、申立期間の納付

を認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の国民年金手帳記号番号は昭和 57 年６月８日に払い出されており、

申立人が大学を卒業し、国民年金への加入が強制となった同年４月１日にさか

のぼって被保険者資格が取得されているところ、申立期間は任意加入の対象と

なる期間であることから、同手帳記号番号が払い出された時点では申立期間に

さかのぼって被保険者資格を取得することはできず、申立期間当時に別の国民

年金手帳記号番号が払い出された形跡も無いことから、申立期間は、未加入期

間であり、制度上、保険料を納付することができない。 

また、申立人自身は申立期間に係る国民年金の加入手続や保険料の納付に関

与しておらず、申立人の母親に聴取しても、加入手続等についての具体的な記

憶が曖昧
あいまい

であり、国民年金の加入状況、保険料の納付状況等が不明である。 

さらに、Ａ市は、「誤って年金手帳を発行した場合を除き、原則として、そ

の返還を求めていない。」と回答しており、申立内容を確認することができな

い。 

加えて、申立期間は、申立人の姉も未加入期間となっている。 

このほか、申立人の母親が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを



 

 

示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の国民年金保

険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。



 

 

滋賀国民年金 事案 799 

 
第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 55年４月から 57年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 35年生 

    住 所 ：  

     

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 55年４月から 57年３月まで 

申立期間当時は、大学生であり、自分自身で国民年金保険料を納付してい

たわけではないが、国民年金に任意加入していた母親から、私と双子の妹に

ついても国民年金に任意加入の上、保険料を納付していたと聞いている。 

当時の年金手帳は、Ａ市役所Ｂ支所の職員から返すように言われて、母親

が返還したため、現在、申立期間当時の年金手帳は無いが、申立期間の納付

を認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の国民年金手帳記号番号は、申立人の結婚（昭和 59年３月＊日）後

の住所地（Ｃ県Ｄ市）を管轄するＤ社会保険事務所（当時）で払い出されてお

り、申立期間は任意加入の対象となる期間であることから、同手帳記号番号が

払い出された時点では、申立期間にさかのぼって被保険者資格を取得すること

はできず、申立期間当時の申立人の住所地（Ａ市）において、別の国民年金手

帳記号番号が払い出されていた形跡も無いことから、申立期間は、未加入期間

であり、制度上、保険料を納付することができない。 

また、申立人自身は申立期間に係る国民年金の加入手続や保険料の納付に関

与しておらず、申立人の母親に聴取しても、加入手続等についての具体的な記

憶が曖昧
あいまい

であり、国民年金の加入状況、保険料の納付状況等が不明である。 

さらに、Ａ市は、「誤って年金手帳を発行した場合を除き、原則として、そ

の返還を求めていない。」と回答しており、申立内容を確認することができな

い。 

加えて、申立期間は、申立人の妹も未加入期間となっている。 

このほか、申立人の母親が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを



 

 

示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の国民年金保

険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。



 

 

滋賀国民年金 事案 800 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 42年４月から 45年６月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 19年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 42年４月から 45年６月まで 

    会社を辞めた後、父親が経営する事業所で働いた。父親は国民年金保険料

の納付記録があるので、妹が私の保険料も納付してくれていたと思う。未納

となっている申立期間の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の国民年金手帳記号番号は、昭和 47 年８月 21 日に払い出されてお

り、42 年４月２日にさかのぼって被保険者資格が取得されていることから、

払出時点においては、申立期間の保険料は制度上時効により納付できず、別の

国民年金手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる事情も見当た

らない。 

また、申立期間の保険料を納付していたとする申立人の妹に聴取したが、

「町のいろいろなお金を納めていたが、その中に国民年金保険料が含まれてい

たかどうかなど、詳細は覚えていない。」との回答であり、申立人の申立期間

の保険料の納付を裏付ける証言は得られなかった。 

さらに、Ａ市が保管する国民年金被保険者名簿を確認しても、申立期間は

未納とされている。 

加えて、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関

連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付して

いたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めること

はできない。 



滋賀厚生年金 事案 575 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  1 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 大正 14年生 

    住    所 ：   

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ：  昭和 16年４月１日から 20年３月１日まで 

女学校を卒業した昭和 16年４月にＡ社に入社し、その後、同社Ｂ支店に

移った。同社に勤務していた期間の厚生年金保険の記録が無いので年金記録

を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

同僚の証言から判断して、期間は定かではないが、申立人がＡ社本店及び同

社Ｂ支店に勤務していたことはうかがえる。 

しかし、申立人は、同社本店及び同社Ｂ支店における勤務期間、並びに同社

Ｂ支店を退職した時期についての記憶が明確ではない。 

また、事業主に照会したが、申立人に係る勤務実態や厚生年金保険の適用に

ついて確認できる関連資料や供述を得ることはできなかった。 

 さらに、当時の厚生年金保険法により、女子が厚生年金保険の適用対象とな

ったのは昭和 19年 10月１日以降であることから、申立期間のうち、同年９月

以前の期間は、申立人が厚生年金保険の被保険者となることはできない期間で

あるとともに、同年 10 月以降の期間に係るＡ社の健康保険厚生年金保険被保

険者名簿を確認しても、申立人の氏名は無く、健康保険の整理番号に欠番も無

い。 

このほか、申立人の申立期間における勤務実態及び厚生年金保険料の控除に

ついて確認できる関連資料、周辺事情は無い。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料、周辺事情等を総合的に判断す

ると、申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。



滋賀厚生年金 事案 576 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ：  男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 17年生 

    住 所 ：  

     

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 35年６月ごろから同年８月ごろまで 

             ② 昭和 35年８月ごろから 36年 12月ごろまで 

    昭和 35 年６月ごろから、Ａ社に販売員として勤務していたが、販売成績

が良かったので、同年８月ごろ、Ｂ社に引き抜かれ、36年 12月ごろまで勤

務していた。 

    これらの期間の厚生年金保険の加入記録が無いことに納得できないので、

調査してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  申立期間①について、申立人の具体的な勤務内容の記憶等から、期間は特

定できないが、申立人がＡ社に勤務していたことはうかがえる。   

しかしながら、Ａ社は既に厚生年金保険の適用事業所ではなくなっており、

当時の事業主とは連絡が取れないことから、申立人の勤務実態及び厚生年金

保険料の控除を確認できる関連資料や証言を得ることはできなかった。 

また、申立期間に同社において厚生年金保険被保険者資格を有する８名に

照会したものの、申立人のことを知る者はいなかった。      

  さらに、同社の健康保険厚生年金保険被保険者名簿を確認しても、申立人

の氏名は無く、健康保険の整理番号に欠番は無い。 

申立期間②について、複数の同僚の証言により、期間は特定できないが、

申立人がＢ社に勤務していたことは推認できる。 

しかし、Ｂ社は既に厚生年金保険の適用事業所ではなくなっており、申立

人の勤務実態及び厚生年金保険料の控除を確認できる関連資料を得ることは

できなかった。 

また、同社の元取締役に照会したところ、「歩合制の販売員は、厚生年金保



険に加入していない者もいた。」と証言している上、申立期間に同社において

厚生年金保険被保険者資格を有する 12 名のうち、連絡のついた５名からも、

申立人の申立期間における勤務実態及び厚生年金保険料の控除に係る証言を

得ることはできなかった。 

さらに、同社の健康保険厚生年金保険被保険者名簿を確認しても、申立人

の氏名は無く、健康保険の整理番号に欠番は無い。 

  このほか、申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与か

ら控除されていた事実を確認できる関連資料は無い。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。



滋賀厚生年金 事案 577 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 37年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ：  昭和 57年９月 16日から 60年８月１日まで 

Ａ社の代表取締役だった父親の依頼により、昭和 57年９月 16日から同事

業所に勤務していた。一歳違いの弟は高校卒業後すぐに同事業所に勤務して

おり、年金記録に空白期間は無いが、なぜか私の厚生年金保険の資格取得日

は 60年８月 1日になっているため、調査をしてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   同僚の証言から、申立人が申立期間において、Ａ社に勤務していたことは推

認できる。 

しかしながら、申立人は、「一緒に勤務していた弟の厚生年金保険の記録は

空白期間が無い。」と主張しているが、申立人の弟が当該事業所に係る厚生年

金保険被保険者資格を取得した時期は、高校を卒業し入社した昭和 56 年４月

から相当期間経過後の 60年１月 21日であることが確認できる。 

また、申立人及びその弟の雇用保険の資格取得日は、いずれも厚生年金保険

の資格取得日と一致している。 

さらに、当該事業所は既に厚生年金保険の適用事業所ではなくなっており、

申立人の父親である元事業主は死亡している上、申立人の母親に照会しても、

申立人の申立期間における厚生年金保険の適用及び厚生年金保険料の控除を

裏付ける証言等は得られなかった。 

加えて、当該事業所の健康保険厚生年金保険被保険者名簿を確認しても、申

立期間に申立人の氏名は無く、健康保険の整理番号に欠番も無い。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認で

きる関連資料及び周辺事情は無い。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたと認めることはできない。



滋賀厚生年金 事案 578 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 23年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 43年ごろから 45年ごろまで 

    昭和 43年の春ごろから 45年の春ごろまで、Ａ社Ｂ支店に勤務し、戸別訪

問販売の仕事をしていた。ところが、当該事業所における厚生年金保険の加

入記録が無い。申立期間は、間違いなく当該事業所に勤務していたので、厚

生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が所持するＡ社が発行する表彰状、研修の修了証及び同僚等の証言か

ら、時期は特定できないものの、申立人が申立期間中に同社Ｂ支店に勤務し

ていたことは認められる。 

しかしながら、Ａ社は、「当時の賃金台帳等の資料が無いため、申立人の勤

務状況、厚生年金保険の適用状況及び厚生年金保険料の控除の状況は不明で

あるが、当時、申立人が支店採用の訪問販売員であったならば、個人事業主

的な勤務形態であり、正社員ではないため、社会保険及び雇用保険には加入

させていない。」と回答している。 

また、上司及び同僚からは、「当時は、正社員のみが健康保険及び厚生年金

保険に加入していたと思う。」、「申立人は、支店採用の訪問販売員であり、正

社員ではなかったので、会社は厚生年金保険等に加入させていなかったと思

う。」との複数の証言が得られた。 

さらに、申立人の勤務時期及び厚生年金保険料の控除についての記憶は曖昧
あいまい

であり、申立人は、申立期間における厚生年金基金の記録も無く、雇用保険

の記録も確認できない。 

加えて、申立人は、申立期間において国民年金に加入しており、昭和 43 年

４月から 44年６月までは、保険料の納付記録がある。 



このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認で

きる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことを認めることはできない。



滋賀厚生年金 事案 579 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者であったことを認める

ことはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等  

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 32年生 

    住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 54年７月 31日から同年８月１日まで 

        Ａ社における厚生年金保険被保険者の資格喪失日が昭和54年７月31日と

なっているが、給料支払明細書を見ると、同社に勤務していた 53年４月か

ら 54 年７月までの 16 か月分の厚生年金保険料が控除されているので、資

格喪失日を同年８月１日に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

オンライン記録では、申立人のＡ社における厚生年金保険被保険者の資格取

得日は昭和 53 年４月３日、資格喪失日は 54 年７月 31 日とされており、被保

険者期間は 15か月となっている。 

一方、申立人から提出のあった昭和 53年４月から 54年８月までの分の給料

支払明細書を見ると、53 年４月から 54 年７月までの 16 か月分の厚生年金保

険料が控除されており、オンライン記録と１か月の相違が生じていることが確

認できる。 

しかしながら、申立人から提出のあった昭和 54 年８月分の給料支払明細書

を見ると、「７月 27日、深夜３Ｈ、2,451（円）」と記載されているが、申立

人は、その内容や申立期間の勤務状況をよく覚えておらず、「申立期間は有給

休暇であったかもしれない。」と回答しているが、「基本給」欄が空白となっ

ていることから、勤務又は有給休暇であったとは考え難い上、雇用保険の記録

においても 54年７月 28日が離職日となっている。 

また、Ａ社は、既に厚生年金保険の適用事業所ではなくなっており、当時の

事業主は、「申立人についての記憶はあるが、勤務の詳細等は覚えていない。

また、関係書類についても保存していない。」と回答しており、申立人の申立

期間における勤務実態を確認することはできなかった。 



さらに、複数の同時期勤務者に照会したが、申立人の申立期間における勤務

実態についての証言を得ることはできなかった。 

これらのことから、昭和 54 年７月分の厚生年金保険料が給与から控除され

ていることをもって、資格喪失日を同年８月１日と認めることはできず、申立

人の同年７月分の給与から控除された保険料は、事業主が誤って控除したもの

と考えられる。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者であったことを認めることは

できない。



滋賀厚生年金 事案 580 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和６年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 25年３月５日から同年３月 20日まで 

             ② 昭和 62年２月１日から同年４月１日まで 

Ａ社Ｂ工場に昭和 25年３月５日に入社し、同社に 59年３月 21日まで勤

務しており、勤続月数は 409 月であるにもかかわらず、厚生年金保険の被

保険者期間は１月少ない 408 月とされている。納得できないので記録を訂

正してほしい。 

また、Ｃ社に入社したのは、昭和 62年２月１日であるにもかかわらず、

厚生年金保険被保険者の資格取得日は同年４月１日とされており、被保険

者期間が２月少ない。納得できないので、申立期間を厚生年金保険の被保

険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①については、労働者名簿及び雇用保険の記録から、申立人が当

該期間にＡ社Ｂ工場に勤務していたことは認められる。 

しかしながら、Ａ社Ｂ工場は、「申立人を始め昭和 25 年３月５日に入社し

た者は同年３月 20 日に厚生年金保険被保険者の資格を取得させている。」と

回答しており、当該事業所が保管する厚生年金台帳を確認しても、申立人の

資格取得日は、同年３月 20日となっている。 

また、昭和 25 年３月 20 日に当該事業所において厚生年金保険の被保険者

資格を取得した同僚のうち、雇用保険の被保険者資格取得日を確認できる者

は、いずれも申立人と同様、同年３月５日に同被保険者資格を取得している

ことが確認でき、上記の事業所からの回答内容とも考え合わせると、当時、

当該事業所では、入社と同時には従業員を厚生年金保険に加入させていなか

ったものと考えられる。 



加えて、申立人は、当該事業所における厚生年金保険被保険者期間は 409

月であると主張しているが、Ａ社Ｂ工場が保管する労働者名簿において申立

人の退職日は昭和 59 年３月 21 日と記載されており、申立人自身も同日に退

職したと供述していることから、申立人の厚生年金保険被保険者期間は、「被

保険者期間を計算する場合には、月によるものとし、被保険者の資格を取得

した月からその資格を喪失した月の前月までをこれに算入する。」とする厚生

年金保険法第 19 条の規定により、25 年３月から 59 年２月までの 408 月とさ

れる。 

申立期間②については、雇用保険の記録から、申立人が当該期間のうち、

昭和 62年２月２日以降の期間について、Ｃ社に勤務していたことは認められ

る。 

しかしながら、昭和 62年１月から同年２月までに当該事業所に入社した複

数の同僚についても、申立人と同様、同年４月１日に厚生年金保険被保険者

資格を取得していることから、当該事業所では入社後一定期間経過後に従業

員を厚生年金保険に加入させていたものと考えられる。 

また、Ｄ町は、「申立人は、申立期間を含む昭和 61年８月から 62年３月ま

での期間の国民健康保険税を納付している。」と回答しており、申立人自身も

申立期間に係る国民健康保険税を納付したことを認めている。 

さらに、Ｃ社は既に厚生年金保険の適用事業所ではなくなっており、当時

の事業主も死亡しているため、申立期間における厚生年金保険料の控除を確

認できる資料や証言等を得ることはできなかった。 

加えて、申立人の申立期間②に係る厚生年金保険料の控除について確認で

きる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。



                    

  

滋賀厚生年金 事案 581（事案 300の再申立て）                     

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 15年生 

住 所 ：  

   

２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 31年５月２日から 37年３月 10日まで 

社会保険事務所（当時）に対し厚生年金保険加入記録の照会を行ったとこ

ろ、昭和 31年５月２日から 37年３月 10日までのＡ社に勤務した期間につ

いては、同年６月 29 日付けで脱退手当金が支給済みであるとの回答があっ

た。 

しかし、私は、脱退手当金という制度があったことを知らなかったし、支

給を受けた記憶も無いので、申立期間を厚生年金保険の加入期間として認め

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間に係る申立てについては、ⅰ）申立人が勤務していた事業所の被保

険者名簿の申立人が記載されているページとその前後のページに記載されて

いる女性のうち、昭和 33年１月から当該事業所が全喪する 37年７月 22日以

前に資格喪失した者９名について脱退手当金の支給記録を確認したところ、

６名に脱退手当金の支給記録があり、いずれも資格喪失後の６か月以内に脱

退手当金の支給決定がなされていることを踏まえると、申立人についても、

その委任に基づき事業主による代理請求がなされた可能性が高いものと考え

られること、ⅱ）申立人の被保険者名簿には脱退手当金の支給を意味する｢脱｣

の表示が記されているとともに、申立期間の脱退手当金は支給額に計算上の

誤りは無く、申立期間に係る厚生年金保険資格喪失日から約３か月後の昭和

37年６月 29日に支給決定されているなど、一連の事務処理に不自然さはうか

がえないことなどから、既に当委員会の決定に基づき平成 21 年３月 25 日付

けで年金記録の訂正は必要でないとする通知が行われている。 

   今回、申立人は、脱退手当金を受け取っていないことを示す資料として、申



                    

  

立人からの厚生年金保険加入記録の照会に対し、Ｂ社会保険事務所（当時）

が昭和 55年４月４日付けで行った回答文書を提出したが、当該資料は、前回

の申立ての際にも添付されていることから新たな資料とは認められず、その

ほかに委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情は見当たらないことから、

申立人は申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはで

きない。 


